
大韓民国

面　積　　10万0432km2（2021年）

人　口　　5162.8万人（2022年推定人口）

首　都　　ソウル

言　語　　韓国語（朝鮮語）

宗　教　　キリスト教（プロテスタント，カトリック），仏教，儒教

政　体　　共和制

元　首　　尹鍚悦大統領

通　貨　　ウォン（ 1米ドル＝1292.2ウォン，2022年終値平均）

会計年度　 1月～12月

国 境
道 境

南北境界線

首 都

特別自治市，広域市
主要都市
高速道路

ピョンヤン
（平壌）

クムガンサン
（金剛山）

ソクチョ（束草）

カンヌン（江陵）

サムチョク（三陟）

ポハン（浦項）

キョンジュ（慶州）

ウルサン（蔚山）

プサン
（釜山）

モッポ（木浦）スンチョン
（順天） ヨス（麗水）

チネ
（鎮海）

マサン
（馬山）

（昌原）
チャンウォンチンジュ（晋州）

クミ（亀尾）

テジョン（大田）

チョンジュ
（全州）

コ
ン
ジ
ュ

（
公
州
）

忠清南道

全羅北道

慶尚北道

チュンチョン
（春川）

パンムンジョム
（板門店）
ウィジョンブ
 （議政府）

チョンジュ（清州）

京畿道
スウォン
（水原）

インチョン
（仁川）

キョンジュ（慶州）

ウルサン（蔚山）

プサン
（釜山）

対馬

済州道チェジュ
（済州）

ハルラサン
　　（漢拏山）
ハルラサン
　　（漢拏山）

モッポ（木浦）

クァンジュ（光州）クァンジュ（光州）

アンドン
（安東）

クンサン
（群山）

セジョン
（世宗）

スンチョン
（順天） ヨス（麗水）

チネ
（鎮海）

マサン
（馬山）

（昌原）
チャンウォンチンジュ（晋州）

クミ（亀尾）

テグ（大邱）テグ（大邱）

テジョン（大田）

チョンジュ
（全州）

コ
ン
ジ
ュ

（
公
州
）

忠清南道

全羅北道

全羅南道全羅南道

慶尚南道

慶尚北道

ケソン
（開城）

軍事境界線

ウルチン（蔚珍）

チョルウォン（鉄原）

チュンチョン
（春川）

ウォンジュ（原州）

パンムンジョム
（板門店）
ウィジョンブ
 （議政府）

チョンジュ（清州）

ソウル特別市ソウル特別市

チュンジュ
（忠州）
チュンジュ
（忠州）

江原道

忠清北道忠清北道

京畿道
スウォン
（水原）

インチョン
（仁川）

ヨンピョンド
（延坪島）

イクサン(益山)イクサン(益山)

大韓民国
2022年の



26

保守への政権交代と物価高への対応
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概　　況
　国内政治においては，2022年 3 月に行われた大統領選で保守・「国民の力」の
尹
ユン・ソンニョル

錫 悦候補が僅差で当選した。 ₅ 月10日に尹政権が正式に発足したが，法曹関
係者に偏った閣僚人事や対国民疎通のまずさ，与党内紛などのため政権支持率は
1年目から低迷した。尹政権は進歩系の文

ムン・ジェイン

在寅政権の検察改革で大幅縮小された
検察の捜査権限の復元に取り組むとともに，文政権下での権力犯罪の摘発が進め
られた。 4月には社会的距離の確保が全面解除されるなど，国民生活は新型コロ
ナウイルス禍以前の状況へと徐々に戻っていった。
　経済では，資源や原材料などの価格高騰に伴う輸入の増大と半導体市況の悪化
を受けた輸出の鈍化によって貿易赤字が過去最大を計上したことで，成長が大き
く減速した。巨額の貿易赤字にもかかわらず，経常収支では黒字を確保した。
2022年には国内物価の上昇にも拍車がかかり，韓国銀行は幾度となく利上げを迫
られたほか，政府も物価高対応を余儀なくされた。急速な利上げを受けて，住宅
価格の高騰が続いていた不動産市場は調整局面に入った。尹政権の経済政策の柱
には財政健全化や規制改革による民間主導が据えられ，原発回帰を含めて前政権
から路線転換が鮮明となった。
　対外関係においては，尹政権が示した経済支援の構想を北朝鮮が一蹴したほか，
年末には北朝鮮のドローンが侵入するなど，南北関係は一段と冷え込んだ。日韓
関係では，日米韓連携を重視する尹政権が関係修復に向けて動きをみせた。徴用
工判決については代位弁済を軸とする解決案の取りまとめが進んだ。対米関係で
も尹政権は日米韓連携重視を掲げ，経済安全保障体制の構築や IPEF 参加などア
メリカ主導の枠組みへの積極姿勢をみせた。対中関係では，韓国が配備している
終末高高度防衛ミサイル（THAAD）をめぐり，尹政権は中国からの干渉を拒絶し
た。中国は文在寅政権下での合意を盾に運用制限を迫り，韓中関係は噛み合わな
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いものとなった。

国 内 政 治

5 年ぶり，薄氷の保守政権復活
　 3月 ₉日，第20代大統領選挙が行われた。選挙戦は事実上進歩，保守の 2強の
争いとなった。進歩系与党「共に民主党」（以下，民主党）は李

イ・ジェミョン

在明・前京
キョンギド

畿道知
事を擁立，保守系最大野党「国民の力」は尹錫悦前検事総長を擁立した。李候補
は城

ソンナム

南市長，京畿道知事としての豊富な行政経験を持つアイデア首長として注目
され，尹候補は検察総長として文政権関係者に対する不正摘発を敢行し，反文在
寅のアイコン的な存在として注目されていた。
　李在明候補は，文在寅政権の社会民主主義的な政策を引き継ぐ公約を打ち出し
た。地方行政での経験を基礎に「小確幸」（小さいけれど確実な幸せ）を掲げ，全
国民を対象としたベーシックインカムの支給や脱毛症への健保適用など人々の耳
目を引く公約を示した。李候補は，大統領の任期を�在の ₅年単任（再任不可）か
ら 4年重任（ 1回のみ）とする改憲案も提唱していた。一方，尹錫悦候補は，民間
の活力を生かす保守の伝統的な考え方に沿った公約を打ち出した。不動産政策で
は規制緩和と減税を打ち出し，労働政策では文政権が施行した週52時間労働の枠
にとらわれない柔軟な働き方改革を唱えた。また，フェミニズムの行き過ぎで男
女間の溝が深まったとして女性家族部の解体を打ち出したほか，北朝鮮への毅然
とした対応，対日米関係の修復など外交政策の転換を訴えた。
　この選挙戦の特徴を 2 つ挙げるとすれば，次のようになる。第 1に，李在明，
尹錫悦の 2大候補がいずれも中央政界での経験がなかったことである。進歩，保
守両陣営とも国民のなかに広がる政治不信を重視したものとみられる。国民不在
の抗争に明け暮れる中央政界とは一線を画した人物を前面に出すことで清新さを
印象付けようとしたのだろう。第 2 に，劇場型政治の側面が強まり，スキャンダ
ルの暴露，非難の応酬が過去の大統領選よりさらに多くなったことである。李候
補については，城南市長時代の数千億ウォン規模の土地開発疑惑（大

テジャンドン

庄洞疑惑）が
浮上した。李候補の側近らが不正資金の流れにかかわったとされ，李候補自身の
関与も取り沙汰された。尹候補については候補本人の失言傾向，夫人の経歴詐称
や株価操作疑惑などが問題とされた。公職選挙法が義務付ける候補者のテレビ討
論が，政策論争というよりはスキャンダル追求合戦の場となった感もあった。
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　投票の結果，尹錫悦候補が得票率47.83％で当選した。次点の李在明候補との
得票率の差はわずか0.73ポイント，まさに薄氷を踏むような勝利であった。政権
維持を目論んだ進歩勢の目論見は潰え，保守への政権交代がなされた。

尹錫悦政権が直面した厳しい現実
　 ₅月10日，尹錫悦は第20代大統領に就任した。 ₆ 月 1日に実施された統一地方
選では保守与党が17の広域自治体首長のうちソウル市長など12のポストを確保し
て圧勝した。しかし，その後新大統領と与党は厳しい�実に直面する。
　第 1に，国会（一院制）が少数与党の状況で，尹錫悦政権が国会の協力を得にく
くなった点である。新政権の組閣においては国会多数派の野党が閣僚人事を承認
しないケースが多く，初代組閣が完了したのは11月，政権発足後半年が経過して
いた。18の閣僚級ポストのうち国会による人事聴聞報告書の採択なしに任命され
たポストは14に上った。尹政権の公約であった女性家族部廃止のためには政府組
織法の改正が必要となるが，これについても少数与党の国会がネックとなった。
女性家族部の主要機能を保健福祉部に移管するための政府組織法改正案は11月30
日に国会の担当小委員会に上程された。だが，過半数の議席を占める最大野党・
民主党は同部の廃止には消極的で，年内には結論は出なかった。一方，与党が歓
迎しない法改正を野党が推進したこともあった。政府のコメ全量買い取りを義務
付ける糧穀管理法改正案や，労働争議に伴う損失の対労働者求償を制限し，下請
け企業の従業員が元請け企業に対しても労働争議を起こせるようにする労働組合

および労働関係調整法改正案
（通称「黄色い封筒法」）が野
党によって発議された。これ
らが国会を通過した場合，尹
大統領は拒否権を行使するこ
とを示唆した。また，野党主
導による閣僚の解任決議も 2
件発生した。 ₉月の尹大統領
による訪米中の舌禍問題（後
述）と関連し， ₉月29日 に
朴
パク・ジン

振・外交部長官に対する解
任決議が可決されたほか，10

就任式で宣誓を行う尹錫悦大統領
（2022年 ₅ 月10日。写真：EPA ＝時事）
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月末のソウル・梨泰院での群衆事故の責任を問われた李
イ・サンミン

祥敏・行政安全部長官の
解任決議が12月11日に可決された。尹大統領はいずれも解任を拒否した。
　第 2に，選挙を通じて浮き彫りになった国内各方面での分断である。大統領選
の接戦や文在寅政権の最終支持率が45％（ ₅ 月第 1 週，韓国ギャラップ）と政権末
期としては異例の高さを記録したことからは，保守・進歩間の溝の深さと尹政権
への反対勢力の大きさがうかがわれる。大統領選の得票状況からは地域，世代間
の溝も確認される。全

チョルラド

羅道方面で進歩系が強く，慶
キョンサンド

尚道方面で保守系が強いほか，
高齢者の保守支持，40～50代の進歩支持という傾向が今回も明らかになった。新
たな傾向としては，若年世代における男女別得票率の格差が挙げられる（図 1を
参照）。ミソジニー（女性嫌悪）の傾向を強める20代以下の男性が女性家族部廃止
を掲げた尹錫悦候補を支持し，得票率58.7％を記録したのに対して女性票は
33.8％にとどまった。30代でも同様の傾向が観察できる。
　第 3に，尹錫悦が政治の素人であるがゆえの批判や党内対立の激化が挙げられ

図 1　2022年　韓国大統領選　年代・性別得票率（%）
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（注）　 3大放送（KBS，MBC，SBS）による調査。
（出所）　聯合ニュース。
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る。尹大統領は出勤時の「ぶら下がり取材」を始めたが，時折みられた不用意な
受け答えが批判された。 ₉ 月には国連演説のための訪米中に尹大統領が発したと
される卑俗語発言が物議を醸した。また，尹錫悦が「外様」であるゆえの与党内
対立も政権発足後に再燃した。党内基盤がぜい弱な尹錫悦は，自身に近い「尹核
関」（尹錫悦の核心関係者）を重用した。これに対し，同じく外部からの登用人材
で異例の若さで党代表になった李

イ・ジュンソク

俊錫はより開かれた党運営を主張してしばしば
尹およびその周囲と対立した。こうした対立の仲介役となるべき与党主流派は，
2017年の朴槿恵元大統領の弾劾・失職で影響力を喪失していた。 7月 ₈日，与党
は李俊錫の党員資格の ₆ カ月停止を決定し， ₈ 月 ₉ 日には非常対策委員会体制に
移行した。これに伴い，李俊錫代表は自動的に解任された。尹大統領本人のコ
ミュニケーションの問題，法曹界に偏った人材登用や与党内紛は，政権担当 1年
目の尹政権に対する支持率が20％台に落ち込む主な要因となった。

検察の捜査権限をめぐる進歩・保守両陣営の執念
　2017年の文在寅政権発足以後，進歩陣営は検察改革という名のもとに仇敵とも
いうべき検察の無力化に心血を注いできた。今回の大統領選で敗北したことで，
進歩勢力は国会での優位を利用して政権移行期間内に検察改革を完成すべく法改
正を急いだ。法改正が急がれたのは，新大統領による拒否権行使という事態を回
避するためであった。 4 月30日には検察庁法改正案が， ₅月 3日には刑事訴訟法
改正案が国会を通過し，文大統領は同日にこれら改正法（いわゆる「検捜完剥
法」）を直ちに公布した。これにより ₉ 月10日以降検察の捜査権限は汚職と経済事
件に限られ，選挙犯罪や公務員犯罪の捜査権は警察に移されることとなった。
　 ₅月10日の政権交代の後，尹政権は直ちに検察の捜査権限の回復に向けて動き
出した。同月17日には野党の猛反発をよそに検事出身で尹大統領の最側近の
韓
ハン・ドンフン

東勲が法務部長官に任命された。韓東勲は2019年から2020年にかけての検察に
よる文政権関係者への疑惑追及において捜査を指揮する立場にあった。これによ
り検察総長だった尹錫悦ともども文政権から激しい追い落とし圧力を受けた経緯
がある。 ₆月27日，韓東勲長官は憲法裁判所に対し大検察庁幹部と共同で検捜完
剥法の効力停止を求める仮処分申請を行った。 ₈ 月11日， ₉月以降も検察が保持
する捜査分野を拡張するための大統領令改正（「検事の捜査開始犯罪範囲に関する
規定」）を韓東勲長官が発表した。 ₉ 月10日，検捜完剥法は施行されたが，同時に
上記の改正大統領令の施行により検察の捜査分野が拡張され，検捜完剥法が狙っ



31

2022年の韓国

た検察の捜査権限縮小はほぼ無力化された。これに伴い， ₉月以降も検察による
進歩陣営関係者への捜査は引き続き行われた。

進歩政権下での権力犯罪に対する追及
　進歩陣営が検察の無力化に躍起となったのは，政権交代の後の犯罪捜査の形を
とった政治的報復を恐れたためだった。検捜完剥法という安全装置が封じられる
と，進歩陣営にとっては政治的報復の恐れは�実のものとなった。
　進歩陣営のなかでも多くの司法リスクを抱えているのが民主党の大統領候補で，
その後国会補選で当選し，民主党代表に就任した李在明である。代表的な事案と
しては，大庄洞疑惑，つまり李代表が城南市長在任当時に行われた都市開発事業
に絡んだ約4000億ウォンの不明朗な利益処分のほか，大統領選の際の不正選挙資
金，そして李代表が市長在任当時にオーナー職にあったプロサッカーチーム城南
FC を舞台とした後援金疑惑（城南 FC 疑惑）などがある。城南 FC 疑惑とは，建設
許可や土地用途変更の見返りとして，城南 FC あての支援金約160億ウォンを企
業らから引き出していたというものである。大庄洞疑惑については李在明の側近
らの刑事裁判が進められ，ほかの側近らも相次いで逮捕された。不正選挙資金疑
惑については， ₉月10日に検察が李在明を公職選挙法違反で起訴した。城南 FC

疑惑については，検察が12月22日に李在明の出頭を要請している。いずれの事件
も政権交代後に捜査が活発化し，李在明本人への包囲網は狭まってきた。
　文政権の高位関係者が関与したとされる事案としては，2019年の北朝鮮住民 2
人の強制送還事件と，2020年の北朝鮮による韓国公務員射殺事件が頻繁に取り沙
汰された。強制送還事件については北朝鮮住民 2 人が意に反して北朝鮮に引き渡
されたとして，検察が10月19日に盧

ノ・ヨンミン

英敏・元大統領秘書室長に対する調査を実施
した。公務員射殺事件については，南北関係悪化への懸念から事件に関する北朝
鮮の責任追及を行わず，関係書類・データが隠滅されたという。12月 ₉ 日に
徐
ソ・フン

薫・前大統領府国家安保室長と金
キム・ホンヒ

洪熙・前海洋警察庁長が起訴された。これら
事件では盧英敏や徐薫など文前大統領の最側近にまで捜査の手が伸びたが，文本
人に対してはいずれの事件においても捜査当局が行動を起こさなかった。文本人
への責任追及が行われるか注目されつつ，越年した。
　12月 2 日，文前大統領は公務員射殺事件の捜査について，「安保事案を政争の
対象にしている」と述べ，「度を超えないことを望む」と強い不満を示した。こ
のほか，民主党や捜査対象となった文政権関係者らも一様に尹政権による「政治
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的報復」を批判した。進歩陣営のこうした批判に対し，尹政権は不正摘発を行う
のは当然との立場である。上記の文前大統領の発言に先立つ ₆月17日，尹大統領
は文政権関係者への捜査について「正常な司法システムを政治論争化すべきでな
い」との考えを示した。こうした捜査動向については保守，進歩間に捉え方の差
はあるものの，�実として前政権関係者の所業が政権交代後に糾弾されることが
尹政権下でも繰り返された形である。

コロナ前の生活が徐々に戻る
　 3月，韓国では新型コロナウイルス感染症が猛威を振るった。ピークとなった
3月16日の新規感染者数は62万1328人に達した。これは 1日で国民の1.2％が感
染したことを意味する。だが，感染症拡大のなかにあっても韓国は2021年末から
進められてきたウィズコロナの取り組みを後退させることなく，むしろ規制解除
に向けて歩みを進めた。 4 月 1 日，韓国は入国者に対する防疫隔離を全面的に免
除， 4月18日には感染防止策としての社会的距離の確保が757日ぶりに解除され
た。 ₉月26日には屋外でのマスク着用義務が全面解除されたほか，屋内での着用
義務の範囲も順次縮小されていった。 ₈ 月と年末に感染拡大がみられたが，それ
ぞれのピーク時の感染者数は18万人， ₈ 万8000人と概して落ち着きをみせていっ
た。 （奥田）

経 済

マクロ経済の概況：個人消費は堅調も貿易赤字が響き成長減速
　2022年の韓国経済は，資源や原材料などの価格高騰に伴う輸入の増大と輸出の
鈍化によって過去最大を計上した貿易赤字が響いて，成長が大きく失速した。
2023年 3 月に韓国銀行が発表した国内総生産（GDP）の暫定値によれば，2022年の
実質 GDP 成長率は2.6％を記録し，前年の V 字回復からの減速が露わとなった

（表 1）。特に第 4四半期には，コロナ禍が本格化した2020年第 2四半期以来とな
る前期比マイナスの成長を記録し，物価上昇や利上げに伴う国内消費の減退と輸
出不振により，足元での景気低迷が鮮明になっている。
　支出項目別にみると，GDP の約半分を占める民間消費は第 4四半期に入って
減少傾向にあるものの，年間を通じては新型コロナの防疫措置緩和によって娯
楽・文化や飲食・宿泊などサービス消費を中心に堅調で前年比4.3％増の成長を
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みた。一方で民間消費に次いで高いシェアを占める輸出は，年央以降の半導体市
況の変調を受けて前年比3.2％増と大幅に鈍化し，原油や天然ガスなどの資源価
格に翻弄される輸入も同3.7％増にとどまった。輸入を差し引いた純輸出でみると，
成長寄与度（0.1％ポイント減）はわずかにマイナスを記録した。設備投資は機械
類などが比較的堅調であったものの，年間では前年比0.5％減に転じるとともに，
建設投資も同3.5％減とマイナス成長から抜け出せずにいる。そうしたなか，近
年と同様に健康保険を含む社会保障給付の支出増などによって拡大する政府消費

（前年比4.1％増）が，経済成長を下支えする構図がみられる。
　経済活動別には，ICT や化学分野などが振るわなかった製造業が前年比1.4％
増と伸び悩んだ。一方で前年に復調したサービス業では，文化・芸術や運送，
卸・小売，宿泊・飲食など幅広い業種が引き続き好調で，前年比4.2％増と成長
幅が拡大した。前年割れが続いていた建設業は，ようやくプラス成長（前年比
0.3％増）に転換したが，建設景気の本格的な回復はまだ見通せない。実質国内総
所得（GDI）の成長率は前年比1.2％減に転じ，原油価格の上昇などによって交易
条件が悪化したために GDP 成長率を大幅に下回った。 1人当たり名目 GDP およ
び 1人当たり国民総所得（GNI）はともに，通貨安の影響を大きく受けて 3万2000

表 1　支出項目別および経済活動別国内総生産成長率
� （2015年価格，前期比，％）

2020 2021 2022
年間 第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期

国内総生産（GDP） -0.7� 4.1� 2.6� 0.6� 0.7� 0.3� -0.4�
民間消費 -4.8� 3.7� 4.3� -0.5� 2.9� 1.7� -0.6�
政府消費 5.1� 5.6� 4.1� 0.0� 0.7� 0.1� 2.9�
設備投資 7.2� 9.0� -0.5� -3.9� 0.5� 7.9� 2.7�
建設投資 1.5� -1.6� -3.5� -3.9� 0.2� -0.2� 0.8�
知識財産生産物投資 3.4� 4.4� 4.7� 1.6� 0.0� 3.5� -1.5�
在庫増減 -0.8� -0.1� 0.1� 0.0� 0.2� 0.3� -0.3�
財貨輸出 -1.7� 10.8� 3.2� 3.6� -3.1� 1.1� -4.6�
財貨輸入 -3.1� 10.1� 3.7� -0.6� -1.0� 6.0� -3.7�
農林漁業 -5.8� 3.8� -1.3� 1.6� -8.7� 3.9� 1.2�
製造業 -1.1� 6.9� 1.4� 3.3� -0.7� -0.8� -4.4�
電気ガス水道業 4.1� 4.0� 1.9� 2.7� -0.6� -0.7� 0.3�
建設業 -1.3� -2.6� 0.3� -1.6� -0.1� 1.3� 2.1�
サービス業 -0.8� 3.8� 4.2� 0.0� 1.8� 0.8� 0.9�
国内総所得（GDI） 0.0� 3.1� -1.2� 0.5� -1.1� -1.3� 0.0�

（注）　数値はすべて暫定値。四半期別数値は季節調整後の値。在庫増減は GDPに対する成長
寄与度を表す。

（出所）　韓国銀行「2022年第 4四半期および年間国民所得（暫定）」2023年 3 月 7 日。
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ドル台に減少した。

国際収支状況：過去最大の貿易赤字も経常黒字を維持
　貿易実績は，ロシアによるウクライナ侵攻，中国の「ゼロコロナ」政策の継続
や世界的なインフレ昂進に伴う外需の低迷，輸入依存度の高い資源・原材料価格
の高騰などの影響を受けて難しさを露呈するものとなった。関税庁の発表によれ
ば，2022年の通関基準の輸出額は6838億ドル（前年比6.1％増）を記録したものの，
輸入額はそれを上回る7312億ドル（同18.9％増）に達した。結果的に輸出入とも過
去最高額を更新したが，貿易赤字（475億ドル）も過去最大規模を計上するに至った。
　輸出の内訳を品目別にみると，単一品目として最大規模を誇る半導体は，好調
なファウンドリ需要に支えられたシステム半導体が健闘して年間で1300億ドルに
迫る過去最高を更新したものの，市況の変化によるメモリー価格の下落で年後半
から減少して前年比1.0％増にとどまった。また，対米輸出が好調な自動車（前年
比16.4％増）や自動車部品（同2.4％増），二 次電池（同15.2％増）のほか，原油価格
上昇の影響を受けた石油製品（同65.1％増），一般機械（同2.1％増），鉄鋼製品（同
5.7％増）といった主力品目も増加をみた。一方で，石油化学（前年比1.5％減）や船
舶（同20.9％減），ディスプレイ（同1.1％減），無線通信機器（同10.4％減）などは減
少に転じた。
　地域別にみると，最大市場である中国向け（前年比4.4％減）が「ゼロコロナ」
政策に伴う生産活動の低迷により減少し，対ロシア制裁によって CIS 国家向け

（同17.7％減）も落ち込んだ。対中貿易は， ₅ 月以降にはほぼ毎月のように赤字が
続いた。しかし，中国に次ぐ巨大市場である ASEAN（前年比14.8％増），アメリ
カ（同14.5％増），欧州連合（EU）向け（同7.1％増）は大きく伸ばして過去最高の輸
出額を記録したほか，インド向け（同21.0％増）も好調であった。ただし，原油や
天然ガス，石炭などのエネルギー価格の高騰に加えて，アルミニウムや銅，半導
体・鉄鋼関連の原材料価格の上昇が輸入額を押し上げる格好となり，とりわけ資
源国であるオーストラリア，サウジアラビアやカタールなど中東国家との貿易赤
字が大きく膨らんだ。
　巨額の貿易赤字にもかかわらず，韓国銀行によれば，2022年の経常収支は298
億ドル（前年比65％減）の黒字を確保した。輸入増によって国際収支上の商品収支
の黒字幅が大きく縮減し，防疫措置の緩和で海外旅行需要が増大したためサービ
ス赤字も拡大した。しかし，国内企業が海外�地法人から受け取る配当収入が増
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加したことで（第 1次）所得収支の黒字が拡大し，これが経常黒字を下支える要因
となった。また，韓国輸出入銀行によると2022年の海外直接投資額は，772億ド
ル（前年比0.4％増）で過去最高額を更新した。北米やアジア地域への直接投資は
振るわなかったものの，ヨーロッパ向けなどが大幅に増大したほか，業種別には
半導体や電気自動車（EV）関連の�地生産計画の拡大を受けて製造業が大きく伸
び，金融・保険業や不動産業なども増加をみた。2022年の対内直接投資（申告基
準）も，産業通商資源部の発表では305億ドル（前年比3.2％増）と過去最高額を記
録した。製造業での幅広い分野を中心に，雇用創出効果の大きいグリーンフィー
ルド型投資の増加が目立った。地域別には，アメリカや日本からの対韓投資が増
大した。

物価上昇で加速した利上げ，調整局面に入った不動産市場・家計負債
　貿易赤字とともに，2022年の大きな経済環境の変化は，国内物価の高騰であっ
た。消費者物価は前年から尻上がりに上昇していたが，2022年に入るとそのペー
スはさらに加速し，通年では前年比5.1％増と韓国銀行が定める物価安定目標

（ 2 ％）を大きく超えた。生産者物価も前年比8.4％増の大幅な上昇を示した。原
油・ガスなどのエネルギーや原材料価格の急騰に伴う輸入物価の上昇（ウォン建
て基準で前年比25.9％増）が，貿易実績に与えた影響は前述のとおりである。物
価高騰の主な要因は，ロシアのウクライナ侵攻やグローバルなサプライチェーン
の不安定化を背景に，エネルギー価格や農畜水産物・工業製品価格，サービス価
格といった供給側における上昇圧力が総体的に強まったことにある。また，個人
サービス価格の上昇には原材料費の高騰のほかに，行動制限の緩和・解除に伴う
対面型サービス需要（外食や観光など）の増大や人件費の上昇といった影響も無視
できない。さらに，輸入物価の上昇には前年から続く漸進的なウォン安基調が作
用している側面もあり（前年末比6.9％のウォン安・ドル高），そうした経路から
も国内物価の高騰に拍車がかかった。
　物価上昇によるインフレ懸念の高まりから前年に引き締めに転じた金融政策は，
2022年には大きな潮目を迎えた。韓国銀行は，年初に1.0％であった政策金利を
年末までに3.25％まで引き上げた。その間，実に 7 度もの利上げが実施され，う
ち 2回は通常の利上げ幅の 2 倍となる0.5％引き上げられるなど，そのペースや
幅が一気に加速した。韓国銀行が急ピッチな利上げを迫られた背景には，アメリ
カの相次ぐ利上げによって韓米間の金利差が拡大することを防ぐ狙いもあった。
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韓国には急激な資本流出をきっかけにアジア通貨危機に至った経験があるため，
国内資金の海外流出に対しては警戒感が強く，それを加速させかねない外国との
金利差には非常に敏感である。インフレ圧力の増幅は景気の下振れリスクになる
ため，政府も物価安定を当面の課題に掲げ，さまざまな物価高対策を講じること
を余儀なくされた。代表的な物価対策としては，ガソリンや軽油などに課される
油類税の追加引き下げ（最大37％）や事業者向けの軽油価格連動補助金の支給拡大，
液化天然ガス（LNG）輸入に対する関税撤廃および関税割当の適用，農畜産物な
どの特定品目に対する関税割当の適用および割当枠の増量などが実施された。
　急速な利上げを受けて，前年まで住宅価格の高騰が続いていた不動産市場には
次第に変化が表れ始めた。不動産市場に流入していた資金の多くは，これまでの
金融緩和によって低金利で調達された不動産融資や住宅担保貸出であった。しか
し，それらの大部分は変動金利であるため，利上げに伴う利払い負担の増加に
よって，不動産市場では年央頃から全国的に取引件数の減少および住宅価格の下
落がみられるようになった。尹政権の不動産政策の基本は，規制緩和などを通じ
て住宅供給の拡大を図ることにある。過度な需要収縮によって需給バランスが崩
れれば不動産市況は悪化するリスクもあるため，今後は難しい舵取りが予想され
る。一方，住宅関連ローンが大半をなす家計債務残高には依然として高止まりが
みられるが（12月末�在1867兆ウォン），家計負債の増加ペースは明らかに鈍化し
ている。�状では家計破綻に直結するリスクや金融システム全体への影響は少な
いが，尹政権は就任早々に家計負債管理対策（借主の償還能力審査基準の見直し，
変動金利型の住宅ローン対象者に対する長期・固定金利への転換支援など）を発
表して，家計債務の安定化にも注力する姿勢を示している。
　なお，年後半にはテーマパーク「レゴランド・コリア」の建設資金に対する開
発公社のコマーシャルペーパーをめぐって，地元の自治体知事が支払い保証を撤
回する発言をしたことで，予想外の形で金融不安の連鎖が表面化した。その後，
信用格付の高い韓国電力で社債発行による資金調達が不発に終わったり，中堅の
生命保険会社がドル建て債券の期限前償還を見送ったりするなどの事態が発生し
たが，政府や韓国銀行が債券市場に対して一時的に流動性供給を実施して，金融
市場は落ち着きを取り戻した。

尹錫悦政権の経済政策基調：財政健全化，規制改革による民間主導
　輸出環境の変化や物価高などによる景気減速にもかかわらず，前年にコロナ禍
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からの回復を遂げた労働市場はさらに改善した。統計庁の発表によれば，2022年
の就業者数は前年比81万6000人増と近年で最高水準となり，失業者数の減少に
よって失業率も前年比0.8％ポイント改善の2.9％と，2000年代以降で最低水準を
記録した。自営業者数も ₅ 年ぶりに回復するとともに，雇用率や労働力率といっ
た雇用指標は幅広い年齢階級で上昇が続いた。業種別には製造業の就業者数がよ
うやく増加に転じたほか，サービス業では宿泊・飲食や芸術・スポーツ・レ
ジャーでも人手が戻ってきた。ただし，卸・小売や金融・保険業では断続的に就
業者数の減少がみられることから，労働市場ではコロナ禍を経て局所的に構造変
化が起きている可能性が示唆される。
　こうした雇用環境の改善の下地には，政府による積極的な財政支援があった。
2022年にも前半に 2度（文政権下の 2 月と尹政権下の ₅月）補正予算が編成され，
主に小規模事業者向けの損失補償や防疫支援金に充てられた。しかし，経済対策
の重点は財政出動による景気対策よりも前述した物価安定に置かれるようになる
とともに，財政健全化を目指す尹政権に入ると財政政策は規律を重視するスタン
スへ転換し，財政運営ルールである「財政準則」の法制度化に向けた動きも本格
化した。健全財政の確立とあわせて，尹政権の経済政策の大きな柱には規制緩和
や公正な市場・競争環境の整備による民間部門中心の経済体系の樹立が据えられ
た。具体的には，企業活動の障害になるような環境・立地・保健医療分野などに
おける各種規制の改革，企業の投資促進や雇用創出につながる税制支援の拡充

（法人税率の引き下げや配当所得課税の改正など），中小・ベンチャー企業の育成
やスタートアップ支援の強化などの施策が挙げられていた。企業投資支援のなか
で法人税率の引き下げについては 1 ％ポイントのみにとどまったが，年末には投
資税額控除の拡大や設備投資に対する金融支援の拡充なども追加された。
　対外競争力の強化という観点からは，輸出振興や海外受注の活性化も目標に掲
げられた。なかでも，前政権の脱原発路線から大きく転換した原子力産業の育成
および原発輸出（主に小型原子炉の開発・建設など）や，ロシアのウクライナ侵攻
をきっかけに活発化する防衛産業の海外展開は特筆される。実際に，2022年には
官民一体のセールス外交が展開され， ₈ 月にエジプトで韓国企業が原発設備の建
設受注に成功したほか，ポーランドでは韓国の防衛装備企業が製造する戦車や兵
器が調達されたことが話題となった。尹政権の経済政策ではそのほか，三大改革
とよばれる労働市場（週52時間の労働時間制限や賃金体系など）・高等教育（大学
規制など）・国民年金制度の構造改革の行方が注目される。
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　また，尹政権の成長戦略や経済安全保障への対応に関しては，基本的には前政
権からの流れ（韓国版ニューディール，半導体など戦略産業の強化，部品・素材
調達における国産化および輸入先多角化など）を踏襲している。ただし，戦略や
ビジョンを総花的に打ち出すのではなく，あくまで民間主導を主軸として個別の
政策課題ごとに支援内容を拡張させている点に特徴がある。例えば， 7月に発表
された「半導体超強大国達成戦略」には，企業の巨額投資（ ₅年間で340兆ウォン
以上）を促進させる税制支援の拡大や規制緩和，人材育成支援の拡充，ファウン
ドリ事業などシステム半導体の強化支援などが盛り込まれた。10月に発表された

「素材・部品・装備産業政策方向」では，調達を特定国・地域に依存するコア品
目のみならず，グローバル・バリューチェーンの寸断によって供給難が懸念され
る汎用品や原材料まで含めて対象品目を拡大し，国内企業の海外進出や輸出強化
なども目指すとした。さらに12月には，新技術・市場の開発・開拓やデジタル技
術の日常化に向けて，15個のプロジェクト分野（未来モビリティや宇宙探査，ス
マート物流，バイオテクノロジーなど）からなる「‘新成長4.0戦略’推進計画」が，
尹政権初の総合的な成長戦略として発表された。

主要企業業績：市況悪化が始まった半導体，好調が続く自動車関連
　2022年にはコロナ禍が一服したことで，これまでコロナ特需を享受していた半
導体産業では逆風が吹き始めた一方，脱炭素化の流れなどを受けて自動車関連は
好調を維持した。半導体市場では年後半から在庫の積み上がりによるメモリ価格
の下落が顕在化し，韓国最大企業のサムスン電子は，2022年連結決算で売上高こ
そ302兆2314億ウォン（前年比8.1％増）と増収であったものの，営業利益は43兆
3766億ウォン（同16.0％減）と減益に転じた。資産総額でサムスンに次ぐ第 2位に
浮上した SK グループの SK ハイニックスも，市況の悪化で第 4四半期には10年
ぶりに営業赤字に転落して通年でも増収減益となったほか，国内工場の増設を無
期限延長するなど生産調整への対応も迫られた。また，両半導体大手は中国でも
生産拠点を稼働させているため，アメリカによる自国製製造装置の対中輸出規制
の動向にも翻弄されている。そうしたなか，10月に李

イ・ジェヨン

在鎔副会長が会長職に就任
して新体制となったサムスン電子は，豊富な資金力を背景に低迷期にもかかわら
ず果敢な投資姿勢を崩していない。
　自動車最大手の�代自動車は，世界販売台数こそ微減したものの半導体不足の
解消によって生産台数が回復し，収益率の高い多目的スポーツ車（SUV）や EV な
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どの販売も好調で，2022年連結決算で売上高142兆5275億ウォン（前年比21.2％増），
営業利益 ₉兆8198億ウォン（同47.0％増）の過去最高を更新した。�代自動車は
EV と燃料電池車（FCV）の販売戦略によって日本市場への再進出を果たしたほか，
国内や欧米などでも EV や自動運転技術などへの積極的な投資姿勢を貫いている。
また，世界的な EV 生産の拡大によって，LG・SK・サムスンの車載電池大手 3
社も大幅な増収を達成した。特に LG と SK では，アメリカの自動車メーカーな
どとの合弁による対米増産投資の動きが前年に引き続き活発であったが，これに
は�地で成立した EV 向け税額控除支援策が追い風になっているとみられる。
　造船業界における再編をめぐっては，新たな動きがみられた。世界第 2位の�
代重工業による大宇造船海洋の買収計画が2019年より進められていたが，すでに
韓国勢が高いシェアを保持している液化天然ガス（LNG）運搬船の寡占化が問題
視され， 1月に EU の欧州委員会が本買収を認めない判断を下した。これによっ
て大宇造船海洋の売却計画は振り出しに戻り，その後は防衛装備と民需部門に事
業分割する売却案も浮上していた。そうしたなか，防衛装備や航空宇宙事業など
を手掛けるハンファグループが大宇造船海洋の買収で12月に契約締結に至り，
2023年にかけて競争当局による審査手続きが進むとみられる。韓国の造船大手は
LNG 運搬船を中心に受注実績では高水準が続いているが，足元の業績は決して
明るくなく，業界全体では受注増加に人員確保が追いつかずに労働者不足が深刻
化する問題も抱えている。同様に再編の波が押し寄せる航空業界では，2020年に
発表された大韓航空によるアシアナ航空の買収計画に関して，海外の競争当局に
よる審査手続きが遅延している。両社は傘下に格安航空会社（LCC）を抱えている
ため，大韓航空とアシアナ航空の合併が実�すれば，計 ₈社がひしめき合う
LCC 業界でも淘汰・再編が必至であろう。 （渡邉）

対 外 関 係

南北関係：尹政権を拒絶する北朝鮮，軍事的緊張も高まる
　保守系の尹錫悦政権発足によって南北関係はさらに冷え込み，年末にかけては
軍事的緊張も高まった。
　大統領選の間，尹錫悦候補は北朝鮮の非核化を指向し，そのために毅然とした
姿勢で臨むことを明らかにしていた。 3 月10日の当選あいさつでは，「北の違法
で不合理な行動に対しては原則にのっとって断固として対処する」と述べ，北朝
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鮮に対する対決姿勢を鮮明にした。 ₅ 月，10月には北朝鮮が打ち上げた大陸間弾
道ミサイル（ICBM）等に対応し，韓米両軍が共同でミサイルを応射した。だが，
尹大統領は南北融和の余地も残した。 ₈ 月15日の光復節あいさつで尹大統領は，

「北が核開発を中断して実質的な非核化に転じるなら，その段階に応じて北の経
済と住民の暮らしを画期的に改善できる大胆な構想を提案する」と述べた。
　一方，北朝鮮の反応は冷ややかであった。北朝鮮は相次いでミサイル発射を行
う一方で，韓米両軍の演習に対しては強く反発した。保守系の尹政権に対しても
敵対感情を隠さなかった。 7 月27日，北朝鮮の金

キム・ジョンウン

正恩国務委員長は尹大統領を
呼び捨てにしながら，「強盗のような論理で我々の自衛権行使に言いがかりをつ
け，我々の安全を脅かして軍事的緊張を高める振る舞いを続けるなら，相応の代
価を払わせる」と強い口調で威嚇した。 ₈ 月19日には金正恩の妹，金

キム・ヨジョン

与正労働党
副部長が，尹大統領が提案した「大胆な構想」について「愚かさの極致であり絶
対に相手にしない」と評し，一蹴した。
　秋から年末にかけては，北朝鮮の韓国に対する軍事的挑発が一層強まった。10
月14日には，北朝鮮が日本海と黄海の海上緩衝地帯などに560発の砲撃を行った。
11月 2 日には北朝鮮の弾道ミサイルが日本海の北方限界線（NLL）の南側の海上に
着弾，鬱陵島に空襲警報が発令された。また，12月26日には北朝鮮の無人機 ₅機
が韓国に侵入したが韓国軍はこれらをいずれも取り逃がした。こうした情勢を受
け，北朝鮮の軍事的挑発への備えを万全にすべきとの機運が年末にかけて急速に
強まった。

対日関係：関係修復に強い意欲
　尹大統領は大統領選のなかで，北朝鮮との対抗上日米韓協力を重視し，その文
脈で対日関係の修復が重要であることを強調してきた。そのなかで，小渕首相と
金大中大統領が1998年に発表した日韓共同宣言にたびたび言及した。就任後も尹
大統領は，日韓関係改善への意欲を見せた。 ₈ 月15日の光復節あいさつでも，尹
大統領は1998年日韓共同宣言に言及しながら，日本を「世界市民の自由を脅かす
挑戦に共に立ち向かい，力を合わせて進むべき隣人」と位置付けた。日本は尹政
権の関係改善の意欲を歓迎しつつも，徴用工問題など懸案事項に対する韓国の対
応を冷静に見守った。
　戦時中の強制徴用に対して日本企業に賠償を命じた2018年の大法院徴用工判決
を巡っては，日本企業の資産が�金化された場合，日韓関係に重大な影響が出る
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という点について日韓の認識は一致していた。徴用工問題は，日本の対韓輸出管
理強化や日韓秘密軍事情報保護協定（GSOMIA）といった懸案とも連動する。尹政
権としては資産�金化の前に韓国側が徴用工賠償の代替策を講じて�金化を回避
し，日韓関係修復を進めようとした。
　まず，徴用工賠償をめぐる日韓間の外交接触が活発化した。 7月18日の日韓外
相会談では関係改善や徴用工問題の早期解決で一致し，こののちも外相，外務次
官級の会合が頻繁に開かれて徴用工賠償の代替策について情報共有が行われるよ
うになった。徴用工賠償の解決策模索のための国内作業としては， 7月 4日に非
公開の官民協議会が立ち上がり，被害者側の反発を受けながらも ₉月までに 4回
開かれた。その過程で財団による代位弁済（債権者の同意が必要），併存的債務引
受（債務引受者だけでなく原債務者による支払も可能，債権者の同意不要）などの
手法が浮上した。 ₉月以降は，賠償問題に関する意見をさらに広く集めるため公
開討論会の開催が検討されるようになった。
　しかし，年末にかけて国内作業のペースは鈍化した。被害者側が重視する「日
本側の誠意ある呼応」，つまり日本企業や日本政府による謝罪や日本企業の寄付
についての見通しが立たず，韓国政府が解決策の推進に慎重になったためである。
結局，公開討論会の開催は翌年に持ち越されることとなった。

対米関係：伝統的韓米同盟関係への回帰が進む
　尹大統領は就任前から韓米関係を重視し，とくに軍事同盟の立て直しの重要性
を説いていた。北朝鮮がミサイル発射を頻繁に行い， 7回目の核実験も懸念され
る情勢のなか， ₅月に発足した尹政権としては韓米間での対北朝鮮政策のすり合
わせが急務であった。
　尹大統領の就任直後の ₅ 月20日，アメリカのバイデン大統領が訪韓した。韓国
の新大統領就任に際し，米大統領が先に訪韓するのは異例である。アメリカは世
界規模での包括的戦略同盟に韓国を組み入れることを狙っており，バイデン大統
領の今回の訪韓はその一環とみられる。韓米関係の立て直しを急ぎたかった尹大
統領としては，絶好のタイミングでの来訪であった。韓米首脳会談では北朝鮮の
非核化，経済安全保障面での連携，日米韓協力の強化などで合意し，韓米関係の
強化・発展が確認された。訪韓中，バイデン大統領はサムスン電子の半導体工場
を視察し，韓米間での経済安全保障面での緊密な連携を印象付けた。バイデン訪
韓を控えた ₅月18日には，尹政権はアメリカ主導のサプライチェーン構築などを
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内容とする「インド太平洋経済枠組み」（IPEF）への参加を決めた。
　韓米合同軍事演習は文在寅政権のもとで規模が縮小されていたが，北朝鮮の軍
事的野心に毅然とした姿勢で臨む尹政権は，演習規模を以前のような大規模なも
のに戻した。 ₈月22日から ₉ 月 1 日にかけて実施された下半期演習「乙支フリー
ダムシールド」（UFS）では，大規模な野外機動訓練が復活した。戦時作戦統制権
の韓国返還について尹政権は時期尚早との立場で，文政権期とは違ってこれに関
する議論は影を潜めた。
　韓国の主要メーカーは，アメリカ主導のサプライチェーン囲い込み構想に沿っ
てアメリカ国内での生産・販売体制を強化しつつある。しかし，一部の韓国企業
は ₈月に成立したインフレ抑制法（IRA）に起因するアメリカ国内市場での内外差
別に直面している。同法では気候変動対策の一環として EV への税優遇を規定し
ているが，アメリカ市場で上位に位置する�代自動車製の EV は輸入車であるた
め，税優遇の対象外となった。こうしたアメリカの措置については韓米自由貿易
協定（FTA）や世界貿易機関（WTO）の規定に違反するとの指摘も出ている。この
ことについては尹大統領もバイデン大統領に訴えており，10月 4 日には韓国製
EV の不利益解消のため協議を続けるとのバイデン米大統領の親書が寄せられた。
しかし，年内の問題解決には至らなかった。

対中関係：相互尊重・対等な関係を模索
　文在寅政権は韓国の THAAD 運用を制限する「 3不政策」（追加配備しない，
米ミサイル防衛システムに参加しない，日米韓の安保協力を軍事同盟に発展させ
ない）に事実上拘束され，韓中関係は中国ペースで展開されてきた。しかし，尹
大統領はこうしたありかたを大統領選当時から問題視し，就任に際しては韓中関
係における相互尊重を唱えた。
　 ₈月 ₉日の韓中外相会談でのやり取りが，両国間に流れる微妙な空気を象徴す
る。中国の王毅外相は，韓中が堅持すべき ₅ 項目を以下のとおり列挙した。すな
わち，外部の障害と影響からの隔絶，相互の重大関心事項への配慮，サプライ
チェーンの守護，内政不干渉，そして多国間主義，である。韓国に対してアメリ
カ主導の枠組みに深入りしないようけん制するとともに，中国の核心的利益の不
可侵，つまり THAAD に関する 3 不政策の履行継続や台湾問題への不干渉などを
暗に求めた。これに対し，朴振・外交部長官は文政権期の 3不政策にはもはや拘
束されないとし，「韓中関係は THAAD がすべてになってはいけない」と明言し
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た。また，頻々とミサイル発射を行う北朝鮮への中国の影響力行使を要求した。
　しかし，韓中両国は協力関係の維持・発展の重要性を十分認識しており，相手
方の立場にも一定の配慮をしている。 3 月25日，中国の習近平主席は就任前の尹
錫悦次期大統領と電話会談を行った。習主席が就任前の韓国次期大統領に接触す
るのは異例であり，中国の韓国重視の姿勢が見て取れる。電話会談では高官級の
戦略対話促進，気候変動，保健など多分野における協力増進で一致した。インド
ネシア・バリ島での主要20カ国・地域（G20）サミットの折，11月15日には 3年ぶ
りとなる韓中首脳会談が実�した。習主席が「真の多国間主義」に言及して韓国
のアメリカ寄りの姿勢をけん制する場面はあったが，韓中 FTA の第 2段階交渉
に言及されたほか，尹政権が北朝鮮に対して提示した「大胆な構想」については
北朝鮮の呼応という条件付きながらも中国の理解と協力が表明された。 ₈月 4日
に対中強硬派のペロシ米下院議長が台湾を経由して訪韓した際，尹大統領は中国
に配慮して対面で会見せず電話会談にとどめている。

ウクライナ戦争：消極姿勢の一方でNATOへの接近に利用
　ロシアが 2月24日にウクライナに侵攻すると，同日に文大統領は遺憾の意を表
明するとともにウクライナへの支持を表明した。28日には国際社会の対ロシア制
裁に韓国も参加することを決めた。
　ただし，韓国は紛争への直接関与を避け，ウクライナへの支援姿勢も積極的と
は言い難かった。 4月11日，ウクライナのゼレンスキー大統領は韓国国会でのオ
ンライン演説で自国の窮状を訴えながら軍事支援を求めたが，韓国は文政権，尹
政権とも直接の軍事支援を行わなかった。人道支援も，開戦以来の総計で約 1億
ドルにとどまった。
　韓国のウクライナ戦争への関与は限定的だったが，経済面での打撃は小さくな
かった。戦争に伴うエネルギー・食糧の国際価格上昇が国内インフレをもたらし，
この抑制のため当局が利上げを行い，ひいては経済成長減速につながった。
　ただ，韓国にとってウクライナ戦争が新たな契機をもたらしたのも事実である。
北朝鮮の軍事的脅威への対処の観点から韓国は NATO との関係を強化した。 4
月末，政府は NATO のウクライナ信託基金を通じた5000万ドルの支援を表明した。
₆月末には尹大統領が NATO 首脳会議で演説し，11月には NATO に韓国政府代
表部が設置された。また，ウクライナ戦争は韓国防衛産業の活況をもたらした

（「経済」の項も参照）。戦争の長期化で，NATO 諸国では兵器補填の大規模な需
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保守への政権交代と物価高への対応

要が生じた。11月の防衛事業庁の発表によれば2022年の兵器輸出受注額は170億
ドルに達し，韓国は兵器純輸出国に転じた。 （奥田）

2023年の課題
　国内政治においては，前政権関係者による各種不正の責任追及がどの程度進む
かが注目される。多くの司法リスクを抱え，側近らが相次いで逮捕されている民
主党の李在明代表のほか，捜査の手がまだ及んでいない文在寅前大統領に対する
捜査当局の扱いが焦点となる。また，2024年春の総選挙における公認獲得をめぐ
る各党での競争が本格化するとみられ，党内での派閥対立の激化が懸念される。
　政府や韓国銀行は2023年の実質経済成長率の見通しを，前年水準を下回る1.6
～1.7％としている。物価上昇や貿易赤字は当面続くとみられ，インフレ抑制を
優先する韓国銀行は 1 月にも追加利上げを実施した。他方で，家計債務にかかる
利払い負担の増加や不動産市況の悪化が，国内消費の足かせとなり得る。景気の
底割れを防ぐには，足元では ₅ カ月連続で前年割れが続く輸出の回復が欠かせな
い。そうしたなか，政府は年明け早々に半導体など戦略産業に対する税制支援の
追加拡大を発表してテコ入れに急ぐ。景気回復のカギを握るのは，半導体市況と
中国経済の復調になると考えられる。
　外交においては，南北関係は北朝鮮が経済難局を背景に態度を軟化させるかが
焦点となろう。対日関係は尹政権が徴用工判決の代位弁済案を提示し，改善に向
かうと考えられる。対米関係ではインフレ抑制法に伴う韓国車差別の問題にバイ
デン政権が解決策を示すかどうか，また，チップ 4，QUAD などアメリカ主導
の枠組みに韓国がさらに関与するのか注目される。韓国の対米傾斜を望まない中
国が，韓国が要望する北朝鮮への影響力行使に踏み切るのかが対中関係での鍵と
なる。

（奥田：亜細亜大学教授）
（渡邉：地域研究センター）
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1 月 3 日 ▼「国民の力」の尹錫悦候補の選挙
対策委員会，役員が一斉に辞意表明。
6 日 ▼「国民の力」，尹錫悦候補と李俊錫

代表が和解。
11日 ▼ 国会，「国家先端戦略産業特別法」

を可決。
13日 ▼ 欧州連合（EU）の欧州委員会，競争

法に違反するとして�代重工業による大宇造
船海洋の買収を承認しないと発表。

▼ポスコ，インドの新興財閥アダニグルー
プとの合弁で一貫製鉄所の建設計画を発表。
14日 ▼ 韓国銀行，基準金利を1.0％から

1.25％へ引き上げることを決定。
27日 ▼ 大法院，チョン・ギョンシム（曺

国・元法務部長官の妻）に対し私文書偽造な
どで懲役 4 年を宣告。

▼ LG エネルギーソリューション，韓国取
引所に上場。
2 月 8 日 ▼�代自動車，日本での電気自動車

（EV）と燃料電池車（FCV）の販売開始を発表。
21日 ▼国会，自営業者などへの支援で16兆

9000億ウォン規模の補正予算案を可決。
22日 ▼公正取引委員会，大韓航空によるア

シアナ航空の買収を条件付きで承認。
23日 ▼ LG 電子，太陽光パネル事業からの

撤退を発表。

▼大統領府高官，ウクライナ情勢と関連し
て軍事的支援や派兵を検討しない，と明言。
24日 ▼文大統領，ロシアのウクライナ侵攻

に遺憾の意を表明。
28日 ▼外交部，ウクライナ戦争と関連して

国際的な対ロシア制裁への参加を決定。

▼外交部，ウクライナ向けの1000万ドルの
人道支援を発表。
3 月 3 日 ▼「国民の党」の安哲秀候補と尹錫
悦候補，尹候補への一本化で合意。

9 日 ▼第20代大統領選で「国民の力」の尹
錫悦候補が当選。
14日 ▼ SK イノベーション，アメリカの

フォード・モーター社とトルコの財閥大手と
の合弁でトルコに車載電池工場の建設を発表。
16日 ▼中央防疫対策本部，この日の新型コ

ロナウイルス新規感染者数は62万1328人，死
者は429人と発表。
24日 ▼韓国銀行，新型コロナによる被害を

受けた自営業者や中小企業への金融支援を ₆
カ月延長すると発表。

▼双竜自動車，エジソンモーターズから期
限内に買収代金の支払いがなかったと発表。
25日 ▼尹次期大統領，中国の習近平主席と

電話会談。
4 月 1 日 ▼入国者に対する防疫隔離義務を全
面免除。
8 日 ▼徐旭・国防部長官，ウクライナの兵

器供与要請に対し，殺傷兵器の供与を拒否。
11日 ▼ウクライナのゼレンスキー大統領，

韓国国会でのオンライン演説を行う。
13日 ▼韓国銀行，アラブ首長国連邦（UAE）

との通貨交換（スワップ）協定を ₅年間延長し，
54億ドル規模で再締結。
18日 ▼ 2022年上半期の韓米合同軍事演習，

開始（～28日）。

▼政府，新型コロナの感染症分類を引き下
げ，マスク着用義務を除き社会的距離確保の
措置を解除。
20日 ▼ LG 電子，カナダの車部品大手マグ

ナ・インターナショナル社との合弁でメキシ
コに EV 向け部品工場の建設を発表。
21日 ▼ 元 IMF アジア太平洋局長の李昌鏞

氏，韓国銀行の総裁に就任。
29日 ▼政府，NATO のウクライナ信託基金

を通じた5000万ドルの支援を表明。

重要日誌 韓　　国　2022年
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2022年　重要日誌

30日 ▼検察庁法改正案，国会を通過。
5 月 2 日 ▼政府，一部条件付きで屋外でのマ
スク着用義務を緩和。
3 日 ▼刑事訴訟法改正案，国会を通過。

▼文大統領，検察庁法・刑事訴訟法改正案
（「検捜完剥法」）を公布。
6 日 ▼韓国ギャラップ，文在寅大統領の最

終支持率は45％と発表。
10日 ▼尹錫悦大統領，就任。

▼サムスン物産，アメリカの新興小型原発
メーカーに出資し，小型モジュール炉の建設
事業への参入を発表。
12日 ▼ 尹大統領，外交部長官に「国民の

力」の朴振議員を任命。
13日 ▼ ロッテ，アメリカの製薬企業 BMS

社の生産拠点を買収し，バイオ医薬品事業へ
の参入を発表。
17日 ▼尹大統領，法務部長官に韓東勲・司

法研修院副院長を任命。
18日 ▼ 韓国，インド太平洋経済枠組み

（IPEF）への参加を決定。
20日 ▼尹大統領，首相に韓悳洙・元首相を

任命。

▼バイデン米大統領，訪韓（～22日）。サム
スン電子の半導体工場を訪問。

▼�代自動車グループ，約55億ドルを投資
してアメリカ・ジョージア州に EV 専用工場
とバッテリー工場の新設を発表。
21日 ▼尹大統領，バイデン米大統領と会談。

同盟強化で一致。
24日 ▼サムスングループ，今後 ₅年間に総

額450兆ウォンの投資を行うと発表。
25日 ▼韓米両軍，北朝鮮による大陸間弾道

ミサイル（ICBM）発射に対応して計 3 発のミ
サイルを応射。
26日 ▼ SK グループ，2026年までに総額

247兆ウォンの投資を行うと発表。

29日 ▼国会，自営業者などへの支援で39兆
ウォン規模の第 2次補正予算案を可決。
6 月 1 日 ▼統一地方選実施。与党が広域自治
体首長ポスト17のうち，ソウル市長など12ポ
ストで当選。
2 日 ▼海軍，沖縄東南の公海上で米海軍の

空母打撃群と共同訓練を実施（～ 4 日）。
7 日 ▼運送業者らが加盟する貨物連帯本部，

ストライキに突入（～14日）。
16日 ▼政府，規制改革や法人税率の引き下

げなどを含む「経済政策方向」を発表。
20日 ▼�代自動車グループ，フランスのミ

シュラン社と共同で EV 専用タイヤの開発を
発表。
21日 ▼ 国産大型ロケット「ヌリ号」，初め

て打ち上げに成功。
27日 ▼法務部と検察，憲法裁判所に検捜完

剥法の効力停止を求める仮処分を申請。
28日 ▼水原地検，李明博元大統領への刑執

行を一時停止。
29日 ▼ 尹 大統領，北大西洋条約機構

（NATO）首脳会議に出席（～30日）。

▼海軍，アメリカ主導の環太平洋合同演習
（リムパック）に過去最大規模で参加（～ ₉月
2日）。

▼尹大統領，NATO 首脳会議で演説。北朝
鮮の非核化に向け協力を要請。
30日 ▼最低賃金委員会，2023年の最低賃金

を前年比5.0％増の9620ウォンで議決。
7 月 4 日 ▼徴用工問題解決のための官民協議
会，始動（～ ₉月 ₆日）。
6 日 ▼国家情報院，2020年の北朝鮮による

韓国公務員殺害と2019年の北朝鮮住民の強制
送還を巡り，元院長の朴智元と徐薫を告発。
8 日 ▼「国民の力」，李俊錫代表の党員資

格を ₆ カ月間停止。
13日 ▼韓国銀行，基準金利を通常の 2倍の
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韓　　国

利上げ幅で1.75％から2.25％へ引き上げるこ
とを決定。
14日 ▼�代自動車，EV の主力モデル「IO-EV の主力モデル「IO-の主力モデル「IO-IO-

NIQ ₆ 」を発表。
18日 ▼朴振・外交部長官，東京で林外相と

会談。徴用工問題の早期解決で一致。
21日 ▼産業通商資源部，関係省庁と合同で

「半導体超強大国達成戦略」を発表。
27日 ▼北朝鮮の金正恩国務委員長，第69回

戦勝節で先制攻撃など危険な試みに乗り出せ
ば尹政権は「全滅」すると発言。
28日 ▼ポスコ，インドネシアに第 2高炉の

建設を発表。
8 月 4 日 ▼アメリカのペロシ下院議長が訪韓，
金振杓・国会議長と会談。尹大統領とも電話
で会談。

▼政府，日本や台湾，マカオからの観光目
的の入国者に対してビザ免除。
9 日 ▼「国民の力」，非常対策委員会体制

に移行，委員長は朱豪英議員。

▼韓中外相会談，実施。朴振・外交部長官，
終末高高度防衛ミサイル（THAAD）をめぐる
3 不政策を否定。中国の王毅外相，韓中が堅
持すべき ₅ 項目を提示。
11日 ▼法務部，検捜完剥法による検察の捜

査権限縮小に対抗し，大統領令に定める検察
の捜査範囲を拡大させる，と発表。
12日 ▼政府，サムスン電子の李在鎔副会長

などに15日付で特別赦免を決定。
15日 ▼尹大統領，光復節あいさつで未来志

向の日韓関係構築を強調。また，北朝鮮が実
質的な核放棄に応じた場合の経済協力（「大胆
な構想」）を提唱。
16日 ▼ 国土交通部，「国民住居安定実�方

案」を発表。
22日 ▼ 2022年下半期の韓米合同軍事演習

「乙支フリーダムシールド」（UFS），開始（～

₉月 1日）。
25日 ▼産業通商資源部，韓国水力原子力が

エジプトの原発設備建設を受注したと発表。
28日 ▼民主党，李在明議員を党代表に選出。
29日 ▼ LG エネルギーソリューション，ホ

ンダと合弁でアメリカに EV 向け電池工場の
新設を発表。
31日 ▼ 政府，「輸出競争力強化戦略」を発

表。
9 月 7 日 ▼ �代自動車と KT，自動運転関連
の技術開発で資本・業務提携を締結。
10日 ▼改正検察庁法・刑事訴訟法，施行。

▼改正「検事の捜査開始犯罪範囲に関する
規定」（大統領令），施行。

▼ソウル中央地検，李在明・民主党代表を
公職選挙法違反で起訴。
14日 ▼野党議員56人，労働組合および労働

関係調整法改正案（「黄色い封筒法」）を共同発
議。
15日 ▼サムスン電子，事業活動に伴う脱炭

素化を目指す「新環境経営戦略」を発表。
20日 ▼尹大統領，国連総会で就任後初の一

般討論演説。
21日 ▼尹大統領，ニューヨークで岸田首相

と会談。
22日 ▼放送各社，訪米中の尹大統領の卑俗

語発言を捉えた映像を配信。
23日 ▼韓国銀行と企画財政部，国民年金公

団と100億ドルを上限に外国為替スワップ取
引の実施に合意。
26日 ▼韓国産業銀行，大宇造船海洋の買収

の優先交渉者にハンファグループを選定。

▼政府，屋外のマスク着用義務を全面解除。
29日 ▼国会，朴振・外交部長官に対する解

任決議を可決。
10月 1 日 ▼入国後の PCR 検査義務，撤廃。
4 日 ▼尹大統領，インフレ抑制法による韓
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国製電気自動車の不利益解消のため協議を続
けるとのバイデン米大統領の親書を受領。

▼韓米両軍， 4 日の北朝鮮の中距離弾道ミ
サイル（IRBM）発射に対応して計 4発のミサ
イルを応射。

▼ネイバー，アメリカのネット通販ポッ
シュマーク社の買収を発表。
6 日 ▼政府，女性家族部廃止のための政府

組織改編案を発表。
7 日 ▼「国民の力」，李俊錫代表の党員資

格停止期間を 1年延長。
12日 ▼韓国銀行，再び基準金利を通常の 2

倍の利上げ幅で2.5％から3.0％へ引き上げる
ことを決定。
14日 ▼北朝鮮，日本海・黄海の海上緩衝地

帯などに560発の砲撃。
15日 ▼カカオが運営する通話アプリ「カカ

オトーク」，大規模な通信障害が発生。
18日 ▼産業通商資源部，「新政府 素材・部

品・装備産業 政策方向」を発表。

▼ LG 化学，アメリカのバイオ医薬品アベ
オ・ファーマシューティカルズ社の買収を発
表。
19日 ▼ソウル中央地検，北朝鮮住民の強制

送還と関連し，盧英敏・元大統領秘書室長を
調査。
20日 ▼尹大統領，民主党が主導する「糧穀

管理法改正案」に対する拒否権行使を示唆。
27日 ▼サムスン電子の李在鎔副会長，会長

に就任。

▼韓国銀行，短期金融市場の安定化措置を
発表。
29日 ▼ ソウルの梨泰院で158人が死亡する

雑踏事故が発生。
11月 1 日 ▼韓国， 4年ぶりに北朝鮮の人権侵
害を非難する国連決議案の共同提案国となる。
2 日 ▼北朝鮮の弾道ミサイルが北方限界線

（NLL）の南側に着弾，鬱陵島に空襲警報。
4 日 ▼防衛事業庁，2022年の防衛産業の輸

出受注額は170億ドルに達する，と発表。
7 日 ▼尹大統領，李周浩・教育部長官を任

命（第 1 次組閣完了）。
10日 ▼ 政府，「不動産市場懸案対応方案」

を発表。
15日 ▼尹大統領，中国の習近平主席と会談。
22日 ▼韓国の NATO 政府代表部，業務開始。
29日 ▼政府，貨物連帯による再度のストラ

イキに関し，セメント業界の運送業者に対し
て業務開始命令を発動。
30日 ▼ 女性家族部廃止法案（政府組織法改

正案），国会行政安全委員会法案審査第 1小
委員会に上程。
12月 2 日 ▼文前大統領，北朝鮮による公務員
射殺の捜査を批判する立場文を発表。
9 日 ▼ソウル中央地検，北朝鮮による公務

員射殺と関連し，徐薫・前大統領府国家安保
室長と金洪熙・前海洋警察庁長を起訴。
11日 ▼国会，李祥敏・行政安全部長官に対

する解任決議を可決。
16日 ▼ハンファグループ，大宇造船海洋の

買収で本契約を締結。
21日 ▼政府，「‘新成長4.0戦略’推進計画」

を発表。
22日 ▼検察，城南 FC 疑惑に関連し，李在

明・民主党代表に出頭を要請。
23日 ▼国会，2023年度予算案を可決。
26日 ▼北朝鮮の無人機 ₅ 機が領空侵犯。韓

国軍，撃墜に失敗。
27日 ▼政府，李明博元大統領などに28日付

で特別赦免を決定。
29日 ▼ソウル中央地検，黄海上での公務員

射殺事件と関連し，朴智元・前国家情報院長
と徐旭・前国防部長官を起訴。
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　 1 　国家機構図（2022年12月31日�在）

（注）　＊個人破産や企業倒産，民事再生などを専門的に扱う司法機関。
（出所）　大韓民国政策ブリーフィング（https://www.korea.kr/introduce/deptIntroduce.do）な

どから筆者作成。
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　 2 　国家要人名簿（2022年12月31日�在）年12月31日�在）12月31日�在）月31日�在））

大統領 尹錫悦

　大統領直属機関
大統領秘書室長 金大棋
国家安保室長 金聖翰
大統領警護処長 金龍顕
監査院長 崔載海
国家情報院長 金奎顕
放送通信委員会委員長 韓相赫
民主平和統一諮問会議首席副議長 金寛容
国民経済諮問会議副議長 李仁鎬
国家科学技術諮問会議副議長 李愚日

　国務会議（内閣）
国務総理 韓悳洙
経済副総理兼企画財政部長官 秋慶鎬
社会副総理兼教育部長官 李周浩
科学技術情報通信部長官 李宗昊
外交部長官 朴　振
統一部長官 権寧世
法務部長官 韓東勲
国防部長官 李鐘燮
行政安全部長官 李祥敏
文化体育観光部長官 朴普均
農林畜産食品部長官 鄭煌根
産業通商資源部長官 李昌洋
保健福祉部長官 曺圭鴻
環境部長官 韓和真
雇用労働部長官 李正植
女性家族部長官 金賢淑
国土交通部長官 元喜龍
海洋水産部長官 趙承煥
中小ベンチャー企業部長官 李　永

　国務総理直属機関
国務調整室長 方文圭
国務総理秘書室長 朴聖根
国家報勲処長 朴敏植
人事革新処長 金勝鎬
法制処長 李完揆
食品医薬品安全処長 呉裕耕
公正取引委員会委員長 韓基貞
国民権益委員会委員長 全賢姫
金融委員会委員長 金周顕
個人情報保護委員会委員長 高鶴洙
原子力安全委員会委員長 劉國熙

　国会
国会議長 金振杓

　大法院
大法院長 金命洙

　憲法裁判所
憲法裁判所長 劉南碩

　中央選挙管理委員会
中央選挙管理委員会委員長 盧泰嶽

　国家人権委員会
国家人権委員会委員長 宋斗煥

　高位公職者犯罪捜査処
高位公職者犯罪捜査処長 金鎭煜

　軍
合同参謀議長 金承謙
陸軍参謀総長 朴正煥
海軍参謀総長 李鍾皓
空軍参謀総長 鄭相和
韓米連合司令部副司令官 安炳錫
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主要統計 韓　　国　2022年
　 1　基礎統計

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
人 口（年央推計：1,000人） 51,218� 51,362� 51,585� 51,765� 51,836� 51,745� 51,628�
経 済 活 動 人 口（1,000人） 27,418� 27,748� 27,895� 28,186� 28,012� 28,310� 28,922�
消費者物価指数上昇率（％） 1.0� 1.9� 1.5� 0.4� 0.5� 2.5� 5.1�
失 業 率（％）1） 3.7� 3.7� 3.8� 3.8� 4.0� 3.7� 2.9�
為替レート（ 1ドル当たりウォン）2） 1,160.5� 1,130.8� 1,100.3� 1,165.7� 1,180.1� 1,144.4� 1,292.2�
（注）　 1）求職期間4週基準の数値。 2）終値の平均値。
（出所）　韓国統計庁 国家統計ポータル（http://kosis.kr）。

　 2　支出項目別国内総生産（実質：2015年固定価格） （単位：10億ウォン）
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

最 終 消 費 支 出 1,086,839� 1,120,029� 1,161,543� 1,198,557� 1,171,637� 1,221,346� 1,273,582�
民 間 825,676� 848,589� 875,578� 894,075� 850,957� 882,460� 920,720�
政 府 261,162� 271,429� 285,893� 304,190� 319,678� 337,685� 351,625�

総 固 定 資 本 形 成 512,635� 562,777� 550,387� 538,654� 557,727� 573,144� 568,423�
建 設 投 資 263,725� 282,925� 269,787� 265,228� 269,308� 264,962� 255,638�
設 備 投 資 146,179� 170,276� 166,289� 155,328� 166,573� 181,636� 180,650�
知識財産生産物投資 102,731� 109,421� 114,242� 117,747� 121,788� 127,112� 133,149�
民 間 435,881� 484,337� 469,848� 448,779� 464,794� 485,220� 486,107�
政 府 76,753� 78,410� 80,475� 89,634� 92,685� 87,744� 82,291�

在 庫 増 減 7,662� 13,945� 18,509� 20,531� 11,046� 8,253� 11,456�
財・サービスの輸出 729,685� 747,784� 777,515� 779,368� 766,066� 849,147� 876,339�
財・サービスの輸入 630,267� 686,089� 697,841� 684,517� 663,103� 729,825� 756,774�
統 計 上 の 不 一 致 327� -1,130� -1,325� -1,433� -1,119� -993� -945�
国 内 総 生 産 1,706,880� 1,760,812� 1,812,005� 1,852,666� 1,839,523� 1,915,778� 1,964,832�
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 2.9� 3.2� 2.9� 2.2� -0.7� 4.1 2.6�
（出所）　表 1に同じ。

　 3　産業別国内総生産（実質：2015年固定価格） （単位：10億ウォン）
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 31,353� 32,060� 32,109� 33,373� 31,442� 32,634� 32,222�
鉱 業 2,296� 2,205� 2,042� 1,916� 1,853� 1,880� 1,775�
製 造 業 451,294� 468,070� 483,530� 488,935� 483,691� 517,025� 524,086�
電気・ガス・水道業 41,263� 43,814� 43,083� 44,928� 46,762� 48,610� 49,530�
建 設 業 89,140� 94,369� 91,741� 89,366� 88,193� 85,902� 86,119�
卸売・小売・飲食宿泊業 164,705� 167,747� 172,543� 178,610� 168,669� 174,342� 186,202�
運 輸 ・ 保 管 業 58,714� 60,289� 62,522� 63,574� 52,547� 55,310� 60,388�
金 融 ・ 保 険 業 89,948� 93,709� 99,000� 102,360� 112,145� 119,644� 122,561�
不 動 産 ・ 賃 貸 業 126,461� 129,307� 133,423� 135,309� 138,375� 139,494� 139,490�
情 報 通 信 業 73,517� 75,814� 79,246� 82,894� 86,522� 91,317� 95,332�
事 業 サ ー ビ ス 145,077� 147,950� 153,605� 157,572� 157,729� 162,133� 166,150�
公共行政・国防・社会保障 98,023� 100,723� 104,101� 108,117� 111,464� 115,623� 119,271�
教 育 サ ー ビ ス 業 83,161� 84,806� 86,223� 87,582� 85,879� 89,488� 92,660�
保健医療・社会福祉サービス 67,975� 72,330� 78,268� 85,932� 86,885� 91,406� 97,117�
文化芸術・その他サービス 40,839� 40,496� 41,604� 42,683� 35,388� 36,416� 40,730�
国 内 総 生 産（GDP）1,706,880� 1,760,812� 1,812,005� 1,852,666� 1,839,523� 1,915,778� 1,964,832�
（出所）　表 1に同じ。
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　 4　国（地域）別貿易� （単位：100万ドル）
2019 2020 2021 2022

輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
中 国 136,203� 107,229� 28,974� 132,565� 108,885� 23,680� 162,913� 138,628� 24,285� 155,789� 154,576� 1,213�
E U1） 52,758� 55,795� -3,036� 47,510� 55,141� -7,631� 63,614� 65,930� -2,316� 68,072� 68,190� -118�
日 本 28,420� 47,581� -19,161� 25,098� 46,023� -20,925� 30,062� 54,642� -24,580� 30,606� 54,712� -24,106�
ア メ リ カ 73,344� 61,879� 11,465� 74,116� 57,492� 16,624� 95,902� 73,213� 22,689� 109,766� 81,785� 27,981�
A S E A N 95,086� 56,186� 38,900� 89,017� 54,830� 34,187� 108,826� 67,705� 41,121� 124,889� 82,529� 42,359�
サウジアラビア 3,697� 21,841� -18,144� 3,302� 15,980� -12,678� 3,325� 24,271� -20,946� 4,865� 41,640� -36,775�
台 湾 15,666� 15,718� -52� 16,465� 17,837� -1,372� 24,285� 23,486� 799� 26,198� 28,275� -2,077�
香 港 31,913� 1,780� 30,133� 30,654� 1,540� 29,114� 37,467� 2,247� 35,220� 27,651� 1,878� 25,773�
シンガポール 12,768� 6,660� 6,108� 9,828� 8,438� 1,390� 14,149� 10,691� 3,458� 20,205� 10,348� 9,857�
ベ ト ナ ム 48,178� 21,072� 27,106� 48,511� 20,579� 27,932� 56,729� 23,966� 32,763� 60,964� 26,725� 34,239�
イ ン ド 15,096� 5,565� 9,531� 11,937� 4,901� 7,036� 15,603� 8,056� 7,547� 18,870� 8,897� 9,973�
オーストラリア 7,891� 20,608� -12,717� 6,189� 18,707� -12,518� 9,750� 32,918� -23,168� 18,753� 44,929� -26,176�
ド イ ツ 8,686� 19,937� -11,251� 9,576� 20,681� -11,105� 11,110� 21,996� -10,886� 10,068� 23,615� -13,547�
対 世 界 542,233� 503,343� 38,890� 512,498� 467,633� 44,865� 644,400� 615,093� 29,307� 683,585� 731,370� -47,785�
（注）　受理日基準の数値。 1）2020年以降の EU にはイギリスは含まれない。
（出所）　韓国貿易協会ウェブサイト（http://www.kita.net）。

　 5　国際収支� （単位：100万ドル）
2016� 2017� 2018� 2019� 2020� 2021� 2022�

経 常 収 支 97,924� 75,231� 77,467� 59,676� 75,902� 85,228� 29,831�
商 品 収 支 116,462� 113,593� 110,087� 79,812� 80,605� 75,731� 15,061�
サ ー ビ ス 収 支 -17,338� -36,734� -29,369� -26,845� -14,670� -5,287� -5,548�
第 一 次 所 得 収 支 4,567� 5,337� 4,902� 12,856� 13,487� 19,445� 22,884�
第 二 次 所 得 収 支 -5,767� -6,965� -8,153� -6,147� -3,519� -4,661� -2,567�

金 融 勘 定1） 99,925� 84,516� 76,473� 59,027� 81,383� 78,491� 38,833�
直 接 投 資 17,785� 16,157� 26,038� 25,605� 26,068� 43,940� 48,412�
証 券 投 資 66,970� 57,853� 47,421� 42,377� 41,745� 19,361� 25,384�
派 生 金 融 商 品 -3,440� -8,253� -1,502� 6,233� 4,871� -59� 7,568�
そ の 他 投 資 10,995� 14,403� -12,978� -16,654� -8,692� 400� -14,653�
準 備 資 産 増 減 7,615� 4,357� 17,496� 1,466� 17,392� 14,849� -27,877�

資 本 移 転 等 収 支 -46� -27� 317� -169� -386� -155� 1�
誤 差 ・ 脱 漏 2,048� 9,312� -1,310� -480� 5,867� -6,582� 9,001�
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆版に基づく。したがって，金融収支の符号は（＋）は資本流出，（-）

は資本流入を意味する。 1）各勘定の数値は純資産ベースでの増減を表す。
（出所）　表 1に同じ。

　 6　国家財政� （単位：兆ウォン）
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

総 収 入 371.3� 403.8� 438.3� 443.9� 446.6� 537.6� 588.3
総支出・純融資 354.4� 379.8� 407.1� 455.9� 517.8� 568.1� 652.9

経 常 支 出 310.0� 332.7� 360.2� 387.1� 455.1� 502.2� 585.6
資 本 支 出 32.6� 31.0� 29.4� 49.6� 34.9� 35.8� 37.4
純 融 資 11.7� 16.1� 17.5� 19.2� 27.8� 30.1� 29.9

統合財政収支 16.9� 24.0� 31.2� -12.0� -71.2� -30.5� -64.6
管理財政収支 -22.7� -18.5� -10.6� -54.4� -112.0� -90.6� -117.0
（出所）　韓国企画財政部ウェブサイト（http://www.mosf.go.kr）。


